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特集1 令和３年度北陸信越工学教育協会 年次シンポジウム「DX時代の工学教育」 

これまでの ICT活用教育へのセンターの貢献と、 

その発展としての今後の教育 DX計画と ICT活用の発展系 

 

金沢大学 学術メディア創成センター 助教 

森  祥 寛 氏 

 
１．学術メディア創成センターとそのサービス紹介 

 まず、金沢大学学術メディア創成センター[1]（以

下、本センターと言う。）の紹介をします。本センタ

ーは学内教育研究施設の一つですが、令和 2 年度末

までは「総合メディア基盤センター」という名称で

した。これが令和 3 年 4 月 1 日から「学術メディア

創成センター」に改組されました。急な改組でもあ

り、資料 2 に使用した金沢大学の案内用の地図など

では、名称が修正されておりませんが、学術メディ

ア創成センターに読み替えていただけると助かりま

す。 

 
資料 1 金沢大学紹介 

 

 

資料 2 学術メディア創成センターについて 

 

本センターの主な役割としましては、「金沢大学の

デジタルトランスフォーメーション（DX）を戦略的

に推進するための企画立案とか推進、情報システム

の開発・運用及び情報基盤の整備・運用を行うこと

によって、教育研究の総合的推進及び情報技術の効

率的活用を図っていく」となっています。金沢大学

の DX を戦略的に推進するための拠点となります。

教員の研究等については、「学術システム部門」と「教

育メディア部門」という２部門から構成されていま

す。また、「業務管理室」が設置され、そこで情報シ

ステムの開発・運用やパソコン相談カウンターの運

用を行っています。 

 
資料 3 学術メディア創成センターの主な役割（１） 

 

全組織である総合メディア基盤センターから引き

継いだ業務は、そのまま継続して行っています。具

体的には、資料 4 の通りです。 

 
資料 4 学術メディア創成センターの主な役割（２） 

 

上位組織として「情報戦略本部[2]」（資料 5）が設

置されています。 



 

 

 

 
資料 5 学術メディア創成センターの組織（１） 

 

学術システム部門と教育メディア部門の 2 つの研

究部門は、プラットフォーム系の研究（資料 6）とコ

ンテンツ作成やサービスの研究（資料 7）で分かれて

います。 

 
資料 6 学術メディア創成センターの組織（２） 

 

 

資料 7 学術メディア創成センターの組織（３） 

 

業務管理室は、総合メディア基盤センター時から

行っているインフラ系サービスをそのまま引き継い

で実施していく部署です（資料 8）。 

 
資料 8 学術メディア創成センターの組織（４） 

 

本センターが提供している主なサービスは資料 9、

資料 10 の通りです。 

 
資料 9 提供している主なサービス（１） 

 

 
資料 10 提供している主なサービス（２） 

 

特に、金沢大学統合認証基盤（KU-SSO と言う。）

では、金沢大学 ID を金沢大学の学生、教職員等に配

布し、それを使ったログインシステムによって、金

沢大学の関係者としての認証がなされ、学内の様々

なシステムをシングルサインオンで使用できます。

そのための玄関口として、アカンサスポータルとい

うポータルサイトを運用しており、金沢大学の学生、

教職員等は、全て情報を得ることが可能となってい

ます。例えば、学生なら、アカンサスポータルから、

履修登録、学習管理システムによる学習、成績確認

等ができます。教職員なら、予算執行支援システム

（各種研究費の使用時に入力）へのアクセスや、給



 

 

 

与明細や出退勤管理等のシステムへのアクセスでき

ます。 

他に、各種ソフトウェアの提供もしています（資

料 11）。Microsoft365 やAdobeCC、SPSS やChemOffice

等のソフトウェアを、大学と企業との間で包括的な

ライセンス契約を締結し、それによって全学に対し

て、ソフトウェア提供サービスをしています。Web 会

議システムは、webex やZoom についてはライセンス

を購入していますし、Teams やGoogle Meet について

も包括ライセンス等によって、全学に向けてサービ

スを展開しています。資料 11 にあるように、その他

としてもいろいろなサービスを実施していますが、

その中には、早い時期からのオンラインの会議資料

管理システムの運用があります。このシステムと

iPad を使用することで、学内の会議ではペーパーレ

スで参加できるようになっています。 

 
資料 11 提供している主なサービス（３） 

 

２．金沢大学教育への ICT活用 

学術メディア創成センターのサービスは、昨日の

今日で実施することになったわけではありません。

金沢大学で２０年程の時間をかけて、ICT のインフ

ラ整備とともに、それを教育に活用するための方策

を進めてきました。そこで、ここからは、金沢大学で

実施してきた取組について時系列で説明をしていき

ます。時系列に沿っての紹介のため、旧組織名であ

る総合メディア基盤センターという名称が出てきま

すが、適宜読み替えてください。 

２-１．教育への ICT活用－第０期－ 

まずは、教育への ICT 活用の第０期です（資料１

２）。平成 14 年総合メディア基盤センターが改組さ

れ、情報教育部門ができました。そこに「ｅラーニン

グ」がミッションに組みこまれました。合わせて、学

習管理システムとして、「WebClass」が導入されまし

た。ただし、この時点では、情報教育部門の教員の個

人研究用の導入であり、「LMS とはこのようなシステ

ムである」ということを試していました。そのシス

テムを使って、授業で試用したことが、学術メディ

ア創成センターで始められた、金沢大学における教

育への ICT 活用の始まりと考えています。ですが、

この取組自体は、学内の一部署で、試しに実施され

ただけであり、全学的な取組とはいえませんので、

第０期としています。 

 
資料 12 教育への ICT活用 -第 0期- 

 

２-２．教育への ICT活用－第１期－ 

その後、平成 16 年 10 月に文部科学省の補助事業

である「現代ＧＰ」に採択されました。それを受けて、

金沢大学に「IT 教育推進プログラム」が発足しまし

た。ここを足がかりとして、全学に対して ICT を活

用した教育が展開されていきました。これを持って、

第１期としています（資料 13）。この第 1 期におい

て、WebClass を金沢大学で使用する LMS に据えるこ

ととなり、それまで試用の形で使っていたものを、

全学使用できるように整備をしていきました。 

 
資料 13 教育への ICT活用 -第 1期- 

 

 
資料 14 平成 17年度から実質的な作業を開始 



 

 

 

 

第１期には、新入学生が金沢大学に入学するとき

に必ず自分用のノートパソコンを準備してもらう

「携帯型 PC の必携化」を開始しました。金沢大学で

は、新入学生に準備してもらう携帯型パソコンの仕

様は、毎年「仕様策定委員会」をつくり（資料 14）、

そこでまとめています。それを金沢大学の受験生が

いつでも見られる場所（受験者用Web ページ）に掲

載し、さらに合格者への案内にも同封しています。

この取組みを開始した頃は、仕様に細かい指示をい

れていましたが、令和 3 年現在ではあまり指示がな

い仕様になっています。そして、金沢大学の「携帯型

PC の必携化」の特徴に、新入学生が準備するパソコ

ンを１商品に固定しなかったという点があげられま

す（資料 15）。 

 
資料 15 金沢大学の特徴として 

 

 
資料 16 必携化に際するサポート 

 

また、金沢大学生協にもサポートを求めました（資

料 16）。金沢大学生協では、仕様策定委員会が定めた

仕様を満たす携帯型パソコンを２種類、金沢大学オ

リジナルモデルという形で準備、販売をしてもらい

ました。そして、金沢大学オリジナルモデルかどう

かによらず、パソコンの初期設定（もしくはその確

認）とセキュリティ点検も行ってもらう（オリジナ

ルモデル購入者は無料）ことで、授業開始時には電

源をいれるだけでパソコンが使用できる状態になり

ます。資料 17 は、実際に学生がオリジナルモデルを

購入したかどうかの結果です。経年で見ていくと、

パソコンをどのように準備すべきかについて、予め

提示されているモデルを購入するという学生は当初

に比べると減少しても、現在にいたるまで 6 割程度

が購入する状態が継続しています。 

 
資料 17 金沢大学オリジナルモデルを購入したか 

 

２-３．教育への ICT活用－第２期－ 

ICT 活用の第２期は、現代ＧＰが終了した翌年か

らの取組を指します。補助事業が終了に伴い、ICT 活

用教育を全学で実施していくための予算をどのよう

に確保していくかが、この時期の大きな焦点となっ

ていました。 

まずは、学内の常設組織として「ICT 教育推進室」

を発足させました（資料 18）。ここでいう「常設」と

は、外部資金による時限的な取組みを実施するため

に設置されたのではなく、学内の組織図にも組みこ

まれ、職員が配置され、当初予算が配分されるとい

うことを指します。また、ICT 教育推進室は、担当事

務部署が、総合メディア基盤センターを所管する情

報部から、学生部に移っていきます。学生部は、学内

の学生教育等を総括する部署であり、事務部署を学

生部に移すことで、ICT 活用教育を全学に展開して

いくことを示しています。これによって、補助事業

終了によって、全ての取組みが終了してしまうとい

う事態を避け、如何に ICT 活用教育を継続させてい

くかに腐心していきました。金沢大学では、この時

期に、３学域化と呼ばれる学部・学科という形から

学域・学類という形に、大学が大きく改組されまし

た。それに伴い大型の予算を得ることができ、これ

を活用することができたのは、幸運だったといえる

でしょう。 



 

 

 

 
資料 18 教育への ICT活用 -第 2期-（１） 

 

 第 2 期には、ICT 教育推進室が FD も担当するこ

とになり、FD・ICT 教育推進室に改組しました（資

料 19）。 

 
資料 19 教育への ICT活用 -第 2期-（２） 

 

この頃は、ICT は既知のものとなっていました。そ

れを「教育」と「業務の効率化」に活用していこうと、

さまざまな活動を行っていきましたが、「ICT を教育

に活用していく」ことには、なかなか教員の理解が

得られず困っていました。一方で、業務の効率化で

は、ICT 活用について、賛同を得られていたので、決

して ICT 化そのものが悪いイメージであった訳では

ないのでしょう。この時期は、誤解ではあるのです

が、ｅラーニング万能論のようなものも存在してい

ましたので、この辺りとの兼ね合わせで、教育への

ICT 活用に疑問符がつけられていたのだろうと考え

ています（資料 20）。 

 
資料 20 2005年～2010年代のころは 

 

 そこで、ICT教育推進室で活動していた私たちは、

教育への ICT 活用を推進する際には、それをしなく

てはならないとは、絶対に言わないようにしていま

した（資料 21）。 

 
資料 21 教育への ICT活用を推進する組織では 

 

あくまでも既存の教育方法や手法を尊重しつつ、

ICT があると便利であるという状況をつくり上げて

いくという形で活動を続けました（資料 22）。 

 
資料 22 あくまでも 

 

 要するに、教職員は「ICT をうまく活用したいとは

思っているのだろう。」と捉え、ただし「教育に」と

いう枕言葉がつくと考え方がいろいろあるようでし

た。「教育は、対面で行うべきで、ICT を使うべきで

はない」という先生方もいらっしゃったのは事実で

して、上手くいかなかったこともあったのです（資

料 23）。 

 
資料 23 要するに 



 

 

 

 

そこで、我々は、外堀を埋めていくことが重要だ

と考えました。空気のように教育の現場に ICT が存

在することが当たり前の環境を整えてしまおうと考

え、それから、長い期間をかけて、これに腐心してき

ました。 

空気に向けた取組として、シングルサインオンを

実現させ（資料 24）、図書館のシステムや給与明細、

シラバスの入力、成績入力などを、金沢大学のポー

タルシステムである「アカンサスポータル[3]」からの

みアクセス可能に改変をしていき、徐々にアカンサ

スポータルを通じて作業することが、金沢大学の学

生、教職員にとって、当たり前のことになるように

システムと仕組みを変えていきました（資料 25、資

料 26）。 

 
資料 24 空気に向けた取組（１） 

 

 

資料 25 空気に向けた取組（２） 

 

 
資料 26 空気に向けた取組（３） 

 

さらに、教務システムからデータを受取り、学習

管理システムと連携させることで、教務システムに

授業が登録されれば、自動的に学習管理システム上

にその授業のコースができていて、教員が授業の教

材等を置けるような状況にしましたし、履修登録を

学生がすれば、学習管理システムの該当授業のコー

スにアクセスができるように、学習管理システムに

自動的に登録するようにしました。金沢大学では、

この第 2 期から、全ての授業で学習管理システムの

コースを作成し、学生も登録されているようにした

のです。（資料 27、資料 28） 

 
資料 27 空気に向けた取組（４）具体例 

 

 
資料 28 空気に向けた取組（４） 

 

このように、「ICTを使わないなんて考えられない」

という状況をつくり上げていきました（資料 29）。こ

の考え方は後々大きな意味があったと感じています。 

 
資料 29 こんな感じで 



 

 

 

２-４．教育への ICT活用－第３期－ 

第３期では、金沢大学の３学域化による改組も落

ち着き、教育への ICT 活用について、さらなる展開

を検討していくことになりました。第１期、第２期

と結果として外部資金に頼る形で取組みが推進され

てきたのですが、それが進んだことによって、「こま

まやめてしまうのは惜しい」というところまですす

みました。その結果、ポータルシステムの開発は、学

内予算のみで実施していくことになりました（資料

30）。 

 
資料 30 教育への ICT活用 -第 3期-（１） 

 

 平成 25 年になりますと、総合メディア基盤センタ

ーにパソコン相談カウンターを設置しました。ここ

は、ICT に関する相談があった場合に、最初に相談を

受け付ける場所で、パソコン相談カウンターに来さ

えすれば、何らかの対応を取る体制になっています

（資料 31）。令和 3 年現在、学内に恒常的に存在する

事業として、学生、教職員にも認知されています。 

 
資料 31 教育への ICT活用 -第 3期-（２） 

 

 資料 32 から資料 34 にある、2010 年代前半（ここ

だけ西暦ですみません。平成 20 年代前半と記述すれ

ば良かったです。）の特徴と社会の変化については、

資料を確認してください。 

 
資料 32 2010年代前半の特徴：情報技術等の変化編 

 

 

資料 33 2010年代前半の特徴：社会提起背景の変化編 

 

 
資料 34 2010年代前半の特徴：金沢大学学生編 

 

2010 年代前半、学生に「あなたたちに準備してい

ただいた携帯パソコン、それは学生生活に必要だと

思いますか」という質問を、夏休み前にアンケート

調査した結果が、資料 35 になります。そこでは、新

入生のおよそ９割５分くらいが「はい、必要です」と

回答しています。 



 

 

 

 
資料 35 現在の学生生活に携帯パソコンは必要だと思うか 

 

 さらに、「家では予習、復習にどれだけノートパソ

コンを利用していますか」と聞いてみると（資料 36）、

「ほぼ毎日」という回答が３割ぐらいで止まってい

ますが、「授業のある日の前後」という回答まで含め

れば８割ぐらいになっています。しかし、注目すべ

きは、「授業以外では一切使わなかった」と回答した

学生が、およそ 5 分存在するのがずっと続いていた

点でしょう。つまり、学生の大半は、携帯型パソコン

を利用していても、20 人に 1 人ぐらいは、パソコン

を一切使わず、5 人に 1 人ぐらいは、授業で使う以外

のところでは使わないのです。これは決して無視で

きるような数字ではありません。同時に解決方法が

見いだせていない問題でもあります。なお、平成 27

年までのデータしかないのは、アンケート調査を実

施していた授業の形態が変更され、調査の継続がで

きなくなったためです。 

 
資料 36 家では予習、復習にどのくらいノートパソコンを利用

したか 

 

とはいえ、アカンサスポータルの全学展開ができ、

学生、教職員のほぼ全員が何らかの形で、アカンサ

スポータルを利用する状況は達成されました。 

教職員に利用を促した大きな要素として、給与明

細等が書いてあります（資料 37）。この給与明細とい

うのは大きな要素で、教職員のアカンサスポータル

へのアクセス数を月ごとに日付で見ていきますと、

給料日辺りにアクセス数が多くなるのです。 

 
資料 37 教育への ICT活用 -第 3期以降-（１） 

  

他にも、IC チップを組み込んだ学生証や職員証の

導入と、それを使った出席管理端末の教室への設置

も行いました。このデータとアカンサスポータルを連

携させて出席管理もできるようにしました（資料 38）。 

 
資料 38 教育への ICT活用 -第 3期以降-（２） 

 

この頃に、今の本センターの上部組織にもなって

いる「情報戦略本部」が作られました。この組織の意

義は、金沢大学でつくる情報システムの統括です。

ある部署が、新しく情報システムの構築を検討した

ときに、それを金沢大学の情報戦略に基づいて妥当

かどうかを判断します。情報戦略本部ができたこと

によって、金沢大学内では、さまざまな部署でつく

られるいろいろなシステム、サービスが、必要に応じて、

アカンサスポータルと連携、組み込まれていくように

なりました。令和 3 年現在、分かりやすくいうなら

ば、デジタル庁の先駆けのようなものでしょう。 

 
資料 39 2010年代前半の特徴：システム編（１） 



 

 

 

 

これらの取組みの実施結果として、アカンサスポ

ータルの位置づけが変わってきたのもこの時期にな

ります。開発・運用開始当初は、教育用システムとい

う位置づけだったものが、シングルサインオンを背

景として、金沢大学内のさまざまなシステムを、ア

カンサスポータルが玄関口となるように組み込んで

いくことによって、「教育」という範疇を超えて、金

沢大学の全ての情報にアクセスするための玄関口に

なり、「全学的な」システムになったのです（資料 40）。 

その結果、システム開発および運用、管理を行う

部署を学生部から総合メディア基盤センターに、再

び移し直しました。令和 3 年現在も続いており、ア

カンサスポータルは、学術メディア創成センターが

開発および管理、運用しています。 

 
資料 40 2010年代前半の特徴：システム編（２） 

 

それ以外にも資料41のようなさまざまなシステム

が展開されていきました。 

 
資料 41 システム展開 

 

２-５．教育への ICT活用－第４期－ 

第４期は、アカンサスポータルの管理部署移転を

追うように、ICT 教育推進室も改組されて学生部か

ら情報部に移ってきました（資料 42）。 

 
資料 42 教育への ICT活用 -第 4期-（１） 

 

併せて、Adobe 包括ライセンスの締結や、金沢大学

発の Mooc 開講、さくらインターネットによる Web

ホスティングサービスの提供等を行っています（資

料 43）。 

 
資料 43 教育への ICT活用 -第 4期-（２） 

 

平成 29 年には、教務システムとアカンサスポータ

ルのリニューアルが行われました（資料 44）。平成 20

年代末になると、アカンサスポータルに接続するシ

ステムの仕分けに入りました。第 3 期までは、アカ

ンサスポータルへの接続を学内各所にお願いしてい

たのに比べると隔世の感があります。 

 
資料 44 教育への ICT活用 -第 4期-（３） 

 

この第４期には、携帯型パソコン必携化の取組み

で準備してもらっている携帯型パソコンを、どれだ

けの授業が活用しているのかを調べてみました。実

際には、何を持って活用しているとするかの定義が



 

 

 

難しく、ハッキリとした把握ができない状況です。

そこでアプローチを変えて、金沢大学のWeb シラバ

ス[4]に「パソコン」「PC」で全文検索をかけてみまし

た。その結果、パソコンだと 209 件、PC だと 133 件

が外としました。一部、授業内容として、パソコンや

PC 自体を扱うものも入るでしょうが、検索結果が全

てそうだとは考えにくいでしょう。つまり、パソコ

ンや PC を活用する授業が着実に増えていることが

見て取れます（資料 45）。 

 
資料 45 どのような授業でパソコンが使用されているか 

 

さらに、授業でのパソコン利用方法の傾向を調べ

てみたところ、授業時間内でパソコンを使用する／

させるというものと、使用しない／させないという

ことが、教員の意識の中で整理がされてきたようで

す。一般的な対面授業では、授業時間の前後にパソ

コンを使用させ、アクティブラーニング等を導入し

た授業では、授業時間の前後に併せて、授業時間中

の活動にもパソコンを使わせているようなのです

（資料 47）。 

 
資料 46 金沢大学の授業でのパソコン利用の傾向（１） 

 

パソコンが設置された教室（端末室）との棲み分

けも出てきましたし、アクティブラーニングの導入

と教室の整備も進んでいきました（資料 47）。 

 
資料 47 金沢大学の授業でのパソコン利用の傾向（２） 

 

 学術メディア創成センターの中にも、資料 48、資

料 49 に示した、多目的教室と名付けたアクティブラ

ーニング用の教室が作られました。 

 
資料 48 学術メディア創成センター内に「多目的教室」（１） 

 

 

資料 49 学術メディア創成センター内に「多目的教室」（２） 

 

 無線 LAN の整備も延々と続け、令和 3 年現在では

金沢大学のキャンパスの建屋内に設置されたアクセ

スポイントは全て WiFi5 対応になっています。そし

て、そのアクセスポイントからは、主に学生が使用

する SSID（KAINS-WiFi）と eduroam[5]が利用可能に

なっています。これにより、金沢大学では、金沢大学

のキャンパス内の建物の中や、関連施設内のどこで

でも無線 LAN でインターネットに接続可能となっ

ています（資料 50）。 



 

 

 

 
資料 50 無線 LANの整備を延々と 

 

 第４期には、教材の電子化も進んでいますし、そ

れらを保管し、配信できるデータベースも作りまし

た（資料 51、資料 52）。 

 
資料 51 教材の電子化はどこまで実施されているか 

 

 

資料 52 教材データベースの画面例 

 

教職員への支援として、パソコン相談カウンター

での対応を、第 3 期から継続して行っていますし（資

料 53）、随時、依頼があれば FD 研修会等にて講習を

行っています（資料 54）。 

 
資料 53 教職員への支援 

 

 
資料 54 教職員への支援 ～FD研修会等～ 

 

２-６．コロナ禍での対応 

そして、令和2年初頭にコロナ禍が発生しました。 

金沢大学では、令和 2 年 4 月からの授業（第１ク

ォーターと前期）は、オンラインの非同期型（オンデ

マンド型）で実施をすることになりました。授業の

準備もあり、授業開始は２週間遅らされて 4 月 20 日

からの実施になりました。対面で行うような学生向

けのガイダンスなどは、全て中止され、代わりにオ

ンラインおよび郵送での資料配付が実施されました。

その結果、実務を受け持っている教職員は、非常に

大変だったようです（資料 55）。 

 
資料 55 令和２年初頭 コロナ禍が発生 

 

しかし、ここまでの ICT に関するさまざまな取組

によって、金沢大学の教育に関しては、オンデマン

ド型の授業を実施するのであれば、特に大きなシス



 

 

 

テム変更を行うことなく、全学での実施が可能とな

っていました。 

本当に大変だったのは、授業準備をする教員と、

それらを補佐していく教務担当の事務職員の方々で

した。加えて、授業開始後、教員が、加減が分からず

課題を出し過ぎてしまい、大量の課題に困ってしま

った学生たち、そして、金沢大学がどのようなとこ

ろなのかという勝手の分からない新入学生たちでし

ょう（資料 56）。 

そのため、アカンサスポータル等のオンラインシ

ステムを運用していた、当時の総合メディア基盤セ

ンターの教員は、特に大変な目には遭っていません。 

 
資料 56 これまでの ICT活用教育のための取組によって 

 

 しかし、授業が開始された令和 2 年 4 月 20 日は、

学生と教員のアクセスが一斉に入ったために、シス

テムへのアクセスに時間がかかるようになりました。

これに関しても、金沢大学では、アカンサスポータ

ル等の主要なシステムは、仮想基盤上で運用されて

いたため、それらのシステムに配分されている計算

資源（CPU やメモリ）の割り当てを増やすことで、

素早く問題を回避でき、システムが停止するような

事態には至りませんでした（資料 57）。 

 
資料 57 システム的には 

 

それでも大変だったのは、パソコン相談カウンタ

ーで、年度の切り替わりである 4 月 1 日頃には、例

年のピークに比べても、およそ 4 倍のアクセスがあ

りました。資料 58 の図は、令和元年と令和 2 年の問

合せ件数を日毎に記したグラフです。ピークの比較

はおよそ 4 倍ですが、職員の方々にとっては、5 倍に

も 10 倍にも感じたことでしょう。 

 
資料 58 大変だったのは 

 

授業開始から、ある程度の時間が経過しますと、

オンデマンド型の授業だけでなく、ライブ型の授業

を行っていきたいという要望が上がってきました。

その頃には Cisco 社（webex）や Zoom 社が、令和 2

年度に限りという条件付きで、それぞれの web 会議

システムを無償で使用可能となり、金沢大学でも申

し込みをし、Microsoft365 等の認証に使用していたア

カウントと連動させる形で、教員一人一人にライセ

ンスの配付をしまし、夏休み前ぐらいからライブ配

信型の授業も行える体制を整えました。 

併せて、教室にカメラやマイクセットを配置して、

学生は来ていないですが、教室でオンラインのライ

ブ型の授業が実施できるようにしていきました（資

料 59）。 

 
資料 59 時間の経過に伴い 

 

２-７．教育への ICT活用－第５期－ 

令和 3 年 4 月、学術メディア創成センターに改組

に伴い、第５期に入ります。第５期では、改組によっ

て、本センターのミッションに、金沢大学の教育DX

を担当することが加わりましたので、DX に資する活

動が含まれることになります（資料 60）。 

まずは、DX を行うに当たって、専門的な技能を有

するコンテンツデザイナーを 4 名雇用しました。 



 

 

 

 
資料 60 教育への ICT活用 -第 5期- 

 

なお、「そもそもDXとは何なのか？」については、

本シンポジウムの他の方のご講演の中で説明があり

ましたので、ここでは省略します（資料 61）。 

 
資料 61 そもそも DXとは（１） 

 

ここで重要なのは、DX の定義です。資料 62 では

経済産業省の資料からDXの定義を引いています[6]。

そこには「企業がビジネス環境の激しい変化に対応

し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニ

ーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革

するとともに、業務そのものや組織、プロセス、企業

文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立するこ

と」と書かれています。経済産業省の定義のため、企

業やビジネス環境における定義になっています。 

 
資料 62 そもそも DXとは（２） 

 

この定義を踏まえると、ICT 等の技術を使って、さ

まざまなサービスやビジネスモデルの変革が求めら

れます。それだけでなく、業務や組織、プロセスに起

因する企業文化や風土そのものも変革し、競争上の

優位性を確立せよと言うのです。この定義を踏まえ

るならば、本センターでは、金沢大学内の教職員に

対して、「ICT を使わないなんて考えられない」とい

う状況をつくり上げようと活動してきています。 

さらに、コロナ禍の発生によって、その対応に際し

て、オンライン授業を全ての教員が実施することに

なりました。結果だけを見るならば、DX 化という点

では、金沢大学は、ほぼ終了しているように見える

のです（資料 63）。 

 
資料 63 あれ？これって 

 

そのため、金沢大学では、DX 化を考える際に、「高

度なデータ可視化技術や最新の xR 技術を駆使した

メディアの開発、導入を行っていく」という方向に

向かったのです（資料 64、資料 65）。 

 
資料 64具体的な取組（１） 

 

 
資料 65具体的な取組（２） 



 

 

 

 

３．まとめ 

令和 3 年現在、金沢大学では、教育の DX 化とし

て、VR や AI 技術等を活用したコンテンツ作成に比

重が置かれています。一見すると、最近のバズワー

ドに乗っただけに見え、評価が厳しい部分もありま

す。しかし、それ以外の部分の、「DX 化」はある程

度終わっており、金沢大学としては、これらに目を

向けていく他ないのです。とはいえ、VR や AI 技術

等を活用したコンテンツ作成だけで、教育の DX 化

を推進していくのは難しい部分もあります。本シン

ポジウムの他の先生方の講演にもありましたとおり、

「DX 化」について、より広範な内容を検討していく

必要があるでしょう。 

以上で終了します。ありがとうございました。 
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